
（別添） 

保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金交付要綱（昭和６２年７月３０日厚生省発健医第１７９号厚生事務次官通知別紙）の 

一部改正について【新旧対照表】 

下線部分は改正箇所 

改 正 後 現 行 

別 紙 

保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金交付要綱 

 

昭 和 ６ ２ 年 ７ 月 ３ ０ 日 

厚 生 省 発 健 医 第 １ ７ ９ 号 

 

最終改正 

 

 

 

 

（通則） 

１ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）（以

下「精神保健福祉法」という。）第７条及び第１９条の１０に基づく精神保健

福祉センター、精神科病院、精神科病院以外の病院に設ける精神病室及び感染

症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１

４号）（以下「感染症法」という。）第６２条に基づく特定感染症指定医療機関

施設、第一種感染症指定医療機関施設、第二種感染症指定医療機関施設に係る

国庫補助金並びに精神科デイ・ケア施設、農村検診センター、食肉衛生検査所、

市場衛生検査所、原爆被爆者保健福祉施設、原爆医療施設、原爆被爆者健康管

理施設、医薬分業推進支援センター、結核研究所、放射線影響研究所、都道府

県がん診療連携拠点病院等、結核患者収容モデル病室、多剤耐性結核専門医療

機関施設、エイズ治療拠点病院、難病医療拠点・協力病院、難病相談支援セン

ター、と畜場、臍帯血バンク、精神科救急情報センター、眼球あっせん機関、

令 和 ７ 年 ５ 月 １ 日 

厚生労働省発健生０５０１第１号 

別 紙 

保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金交付要綱 

 

昭 和 ６ ２ 年 ７ 月 ３ ０ 日 

厚 生 省 発 健 医 第 １ ７ ９ 号 

 

最終改正 

 

 

 

 

（通則） 

１ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）（以

下「精神保健福祉法」という。）第７条及び第１９条の１０に基づく精神保健

福祉センター、精神科病院、精神科病院以外の病院に設ける精神病室及び感染

症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１

４号）（以下「感染症法」という。）第６２条に基づく特定感染症指定医療機関

施設、第一種感染症指定医療機関施設、第二種感染症指定医療機関施設に係る

国庫補助金並びに精神科デイ・ケア施設、農村検診センター、食肉衛生検査所、

市場衛生検査所、原爆被爆者保健福祉施設、原爆医療施設、原爆被爆者健康管

理施設、医薬分業推進支援センター、結核研究所、放射線影響研究所、都道府

県がん診療連携拠点病院等、結核患者収容モデル病室、多剤耐性結核専門医療

機関施設、エイズ治療拠点病院、難病医療拠点・協力病院、難病相談支援セン

ター、と畜場、臍帯血バンク、精神科救急情報センター、眼球あっせん機関、

令 和 ６ 年 ５ 月 １ ３ 日 

厚生労働省発健０５１３第２号 
  

 



 

感染症外来協力医療機関、精神科救急医療センター、組織バンク、マンモグラ

フィ検診実施機関、（削除）ＨＩＶ検査・相談室、末梢血幹細胞採取施設、小

児がん拠点病院、地方衛生研究所等及び喫煙専用室等の基準適合性を検証する

機関に係る国庫補助金については、予算の範囲内において交付するものとし、

精神保健福祉法、感染症法、沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）

第９４条、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和

３０年政令第２５５号）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成１２年    

令第６号）の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。 

 

 

２ （略） 

 

（交付の対象） 

３ この補助金は、次の事業（（24）、（25）、（25の 2）、（26）、（26の 2）、（31） 

（31 の 2））については、都道府県等が民間資金等の活用による公共施設等の 

整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）第８条第１項に基づ 

き選定し、同法第１４条第１項に基づき選定事業者が整備した施設を都道府県 

等が買収する事業（以下「ＰＦＩ事業」という。）を含む。）を交付の対象とす 

るものとする。 

ただし、東京都及び川崎市が設置する（３）、（４）、（６）のうち施設並びに 

プリオン検査備品及び牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査キットを除く設備、（１４）、

（１５）、（１９）、（２０）のうち非常用発電機・無停電電源装置を除く設備、

（２９）、（３２）、（３４）、（３５）、（３７）及び（４０）に係る整備事業につ

いては、交付の対象としない。 

 また、（31）、（31 の 2）については、令和６年度に採択された事業であって、

当該医療機関が、感染症法第 36 条の３第１項に規定する医療措置協定を締結

感染症外来協力医療機関、精神科救急医療センター、組織バンク、マンモグラ

フィ検診実施機関、新型インフルエンザ等患者入院医療機関、ＨＩＶ検査・相

談室、末梢血幹細胞採取施設、小児がん拠点病院、地方衛生研究所等及び喫煙

専用室等の基準適合性を検証する機関に係る国庫補助金については、予算の範

囲内において交付するものとし、精神保健福祉法、感染症法、沖縄振興特別措

置法（平成１４年法律第１４号）第９４条、補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び厚生労働省所管

補助金等交付規則（平成１２年    令第６号）の規定によるほか、この交

付要綱の定めるところによる。 

 

２ （略） 

 

（交付の対象） 

３ この補助金は、次の事業（（24）、（25）、（25の 2）、（26）、（26の 2）、（31） 

（31 の 2））については、都道府県等が民間資金等の活用による公共施設等の 

整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）第８条第１項に基づ 

き選定し、同法第１４条第１項に基づき選定事業者が整備した施設を都道府県 

等が買収する事業（以下「ＰＦＩ事業」という。）を含む。）を交付の対象とす 

るものとする。 

ただし、東京都及び川崎市が設置する（３）、（４）、（６）のうち施設並びに 

プリオン検査備品及び牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査キットを除く設備、（１４）、

（１５）、（１９）、（２０）のうち非常用発電機・無停電電源装置を除く設備、

（２９）、（３２）、（３４）、（３６）、（３８）及び（４１）に係る整備事業につ

いては、交付の対象としない。 

 

 

厚生省 

労働省 
厚生省 

労働省 



 

する場合に限り交付の対象とするものとする。 

 

（１）～（３） （略） 

 

（４）都道府県、指定都市及び精神保健福祉法第３３条の６第１項の規定によ

り指定を受けた地方公共団体、公的医療機関及び非営利法人が設置する精

神科病院等に整備する精神科救急車の設備整備事業 

 

（５）～（34） （略） 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（35）平成２３年４月１日健発０４０１第２６号厚生労働省健康局長通知「ＨＩ

Ｖ検査・相談室整備事業について」の別紙「ＨＩＶ検査・相談室整備事業実

施要綱」により都道府県、市町村、公的医療機関及び医療法人等の非営利法

人が設置するＨＩＶ検査又はエイズに関する相談に必要な施設及び設備整

備事業 

 

 

 

 

（１）～（３） （略） 

 

（４）都道府県、指定都市及び精神保健福祉法第３３条の７第１項の規定によ

り指定を受けた地方公共団体、公的医療機関及び非営利法人が設置する精

神科病院等に整備する精神科救急車の設備整備事業 

 

（５）～（34） （略） 

 

（35）平成２０年１０月１６日健発第 1016005 号厚生労働省健康局長通知「平

成２０年度新型インフルエンザ患者入院医療機関設備整備事業の実施に

ついて」の別紙「新型インフルエンザ等患者入院医療機関整備事業実施要

綱」により、都道府県が行う施設及び設備整備事業 

 

（35 の 2）平成２０年１０月１６日健発第 1016005 号厚生労働省健康局長通知

「平成２０年度新型インフルエンザ患者入院医療機関設備整備事業の実

施について」の別紙「新型インフルエンザ等患者入院医療機関整備事業実

施要綱」により、新型インフルエンザ等患者入院医療機関が行う施設及び

設備整備事業に要する費用に対する都道府県の補助事業 

 

（36）平成２３年４月１日健発０４０１第２６号厚生労働省健康局長通知「ＨＩ

Ｖ検査・相談室整備事業について」の別紙「ＨＩＶ検査・相談室整備事業実

施要綱」により都道府県、市町村、公的医療機関及び医療法人等の非営利法

人が設置するＨＩＶ検査又はエイズに関する相談に必要な施設及び設備整

備事業 

 

 



 

（36）平成２４年１１月１５日健発１１１５第３号厚生労働省健康局長通知「末

梢血幹細胞採取施設の設備整備事業について」の別紙「末梢血幹細胞採取施

設設備整備事業実施要綱」により、地方公共団体、公的医療機関、医療法人

等の非営利法人が設置する末梢血幹細胞採取施設の設備整備事業 

（37）平成２５年２月８日健発０２０８第３号厚生労働省健康局長通知「小児が

ん拠点病院施設整備事業の実施について」の別紙「小児がん拠点病院施設整

備事業実施要綱」により、小児がん拠点病院が行う施設整備事業 

（38）令和６年４月１日健生発０４０１第２号厚生労働省健康・生活衛生局長通

知「地方衛生研究所等施設整備事業の実施について」の別紙「地方衛生研究

所等施設整備事業実施要綱」により、都道府県、保健所設置市、特別区及び

地方独立行政法人が行う施設整備事業 

（39）感染症法第１５条第５項の規定により、都道府県、保健所設置市及び特別

区が行う検査に必要な設備整備事業 

（40）令和２年３月３１日健発０３３１第５６号厚生労働省健康局長通知「喫

煙専用室等の基準適合性の検証のために必要な測定機器の整備について」の

別紙「喫煙専用室等の基準適合性の検証のために必要な測定機器整備事業実

施要綱」により、都道府県、保健所設置市及び特別区が行う設備整備事業 

 

（交付の対象外費用） 

４ この補助金は、次に掲げる施設整備に係る費用については補助の対象としな

いものとする。 

（１）土地の買収、整地、造園及び道路敷設に要する費用 

（２）３の（５）､（６）､（10）及び（17）の施設に係る門、柵、塀に要する費

用 

（３）既存建物の買収（３の（22）及び（35）の施設については既存建物を買収

することが建物を新築するより効率的であると認められる場合における当

該建物の買収を除く。）に要する費用 

（４）３の（１）の施設のうち社会復帰活動として行う作業療法及びレクリエー

ション活動に供する施設（建物を除く。）に要する費用 

（５）その他施設整備として適当と認められない費用 

（37）平成２４年１１月１５日健発１１１５第３号厚生労働省健康局長通知「末

梢血幹細胞採取施設の設備整備事業について」の別紙「末梢血幹細胞採取施

設設備整備事業実施要綱」により、地方公共団体、公的医療機関、医療法人

等の非営利法人が設置する末梢血幹細胞採取施設の設備整備事業 

（38）平成２５年２月８日健発０２０８第３号厚生労働省健康局長通知「小児が

ん拠点病院施設整備事業の実施について」の別紙「小児がん拠点病院施設整

備事業実施要綱」により、小児がん拠点病院が行う施設整備事業 

（39）令和６年４月１日健生発０４０１第２号厚生労働省健康・生活衛生局長通

知「地方衛生研究所等施設整備事業の実施について」の別紙「地方衛生研究

所等施設整備事業実施要綱」により、都道府県、保健所設置市、特別区及び

地方独立行政法人が行う施設整備事業 

（40）感染症法第１５条第５項の規定により、都道府県、保健所設置市及び特別

区が行う検査に必要な設備整備事業 

（41）令和２年３月３１日健発０３３１第５６号厚生労働省健康局長通知「喫

煙専用室等の基準適合性の検証のために必要な測定機器の整備について」の

別紙「喫煙専用室等の基準適合性の検証のために必要な測定機器整備事業実

施要綱」により、都道府県、保健所設置市及び特別区が行う設備整備事業 

 

（交付の対象外費用） 

４ この補助金は、次に掲げる施設整備に係る費用については補助の対象としな

いものとする。 

（１）土地の買収、整地、造園及び道路敷設に要する費用 

（２）３の（５）､（６）､（10）及び（17）の施設に係る門、柵、塀に要する費

用 

（３）既存建物の買収（３の（22）及び（36）の施設については既存建物を買収

することが建物を新築するより効率的であると認められる場合における当

該建物の買収を除く。）に要する費用 

（４）３の（１）の施設のうち社会復帰活動として行う作業療法及びレクリエー

ション活動に供する施設（建物を除く。）に要する費用 

（５）その他施設整備として適当と認められない費用 



 

（交付額の算定方法） 

５ この補助金の交付額は、次の（１）及び（２）の補助金ごとに算出された額

の合計額を交付額とする。 

ただし、事業ごとに算出された交付額に１,０００円未満の端数が生じた場

合には､これを切り捨てるものとする。 

 

(１) 保健衛生施設等施設整備費補助金関係 

アからカまでの合計額を交付額とする。 

  ア ３の（１）、（２）、（３）、（６）、（８）、（16）、（22）、（25）、（26）、（31）、

（32）、（削除）（35）、（37）及び（38）の施設整備事業 

 

（ア）～（イ）（略） 

 

イ～オ（略） 

 

カ  ３の（25の 2）、（26の 2）及び（31の 2）（削除）の施設整備事業 

 

（ア）～（イ）（略） 

 

 (２) 保健衛生施設等設備整備費補助金関係 

アからカまでの合計額を交付額とする。 

ア ３の（１）、（２）、（３）、（４）、（６）、（７）、（８）、（11）、（16）、（19）、

（20）、（23）、（25）、（26）、（27）、（30）、（31）、（33）、（34）、（削除）（35）、

（36）、（39）及び（40）の設備整備事業 

 

（ア）～（ウ）（略） 

 

イ～オ（略） 

   

  カ ３の（25 の 2）、（26 の 2）、（27 の 2）及び（31 の 2）（削除）の設備整

（交付額の算定方法） 

５ この補助金の交付額は、次の（１）及び（２）の補助金ごとに算出された額

の合計額を交付額とする。 

ただし、事業ごとに算出された交付額に１,０００円未満の端数が生じた場

合には､これを切り捨てるものとする。 

 

(１) 保健衛生施設等施設整備費補助金関係 

アからカまでの合計額を交付額とする。 

  ア ３の（１）、（２）、（３）、（６）、（８）、（16）、（22）、（25）、（26）、（31）、

（32）、（35）、（36）、（38）及び（39）の施設整備事業 

 

（ア）～（イ）（略） 

 

イ～オ（略） 

 

カ  ３の（25の 2）、（26の 2）、（31の 2）及び（35 の 2）の施設整備事業 

 

（ア）～（イ）（略） 

 

 (２) 保健衛生施設等設備整備費補助金関係 

アからカまでの合計額を交付額とする。 

ア ３の（１）、（２）、（３）、（４）、（６）、（７）、（８）、（11）、（16）、（19）、

（20）、（23）、（25）、（26）、（27）、（30）、（31）、（33）、（34）、（35）、（36）、

（37）、（40）及び（41）の設備整備事業 

 

（ア）～（ウ）（略） 

 

イ～オ（略） 

   

  カ ３の（25 の 2）、（26 の 2）、（27の 2）、（31 の 2）及び（35の 2）の設備



 

備事業 

 

  （ア）～（イ）（略） 

 

第１表 

１ 区分 ２ 基 準 額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

（略） （略） （略） （略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） （削除） （削除） 

（略） （略） （略） （略） 

整備事業 

 

  （ア）～（イ）（略） 

 

第１表 

１ 区分 ２ 基 準 額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

（略） （略） （略） （略） 

新型イン

フルエン

ザ等患者

入院医療

機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の（１）及び（２）

により算出された額

の合計額 

（１）新設、増設及び

改築 

 別表１の基準単価

×別表２の基準面積

×厚生労働大臣の認

めた病床数 

（２）改造及び補修 

 厚生労働大臣の認

めた額 

 

新型インフルエンザ

等患者入院医療機関

の新設、増設、改築、

改造又は補修のため

に必要な工事費又は

工事請負費及び工事

事務費（工事施工のた

めに直接必要な事務

に要する費用であっ

て旅費、消耗品費、通

信運搬費、印刷製本費

及び設計監理料等を

いい、工事費又は工事

請負費の２．６％に相

当する額を限度とす

る。ただし、改造及び

補修の場合は補助対

象としない。） 

 

２分の１ 

（略） （略） （略） （略） 



 

 

第２表 

１ 区分 ２ 基 準 額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

（略） （略） （略） （略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） （削除） （削除） 

（略） （略） （略） （略） 

 

 

 

第２表 

１ 区分 ２ 基 準 額 ３ 対 象 経 費 ４ 補 助 率 

（略） （略） （略） （略） 

新型イン

フルエン

ザ等患者

入院医療

機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の（１）及び

（２）により算出さ

れた額の合計額 

（１）新設、増設及

び改築 

 別表１の基準単価

×別表２の基準面積

×厚生労働大臣の認

めた病床数 

（２）改造及び補修 

 厚生労働大臣の認

めた額 

 

新型インフルエン

ザ等患者入院医療機

関の新設、増設、改

築、改造又は補修の

ために必要な工事費

又は工事請負費及び

工事事務費（工事施

工のために直接必要

な事務に要する費用

であって旅費、消耗

品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計

監理料等をいい、工

事費又は工事請負費

の２．６％に相当す

る額を限度とする。

ただし、改造及び補

修の場合は補助対象

としない。） 

 

２分の１ 

 

（略） （略） （略） （略） 

 

 



 

第３表 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５ 補 助 率 

（略） （略） （略） （略） （略） 

食肉衛 

生検査 

所 

（略） （略） （略） （略） 

牛海綿 

状脳症 

（ＢＳ 

Ｅ）検 

査キット設

備費 

 次により算出

された額の 

合計額 

(１)検査キット

（冷蔵品） 

  506,000 円

×厚生労働大臣

が必要と認めた

員数 

 

(２)検査キット

（常温品） 

  154,000 円

×厚生労働大臣

が必要と認めた

員数 

 

(３)略  

 

 牛海綿状脳症

（ＢＳＥ）検査に

必要な 

検査キットを購

入するために必

要な備品 

購入費 

10 分の 10 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

第３表 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５ 補 助 率 

（略） （略） （略） （略） （略） 

食肉衛 

生検査 

所 

（略） （略） （略） （略） 

牛海綿 

状脳症 

（ＢＳ 

Ｅ）検 

査キット設

備費 

 次により算出

された額の 

合計額 

(１)検査キット

（冷蔵品） 

  462,000 円

×厚生労働大臣

が必要と認めた

員数 

 

(２)検査キット

（常温品） 

  143,000 円

×厚生労働大臣

が必要と認めた

員数 

 

(３)略  

 

 牛海綿状脳症

（ＢＳＥ）検査に

必要な 

検査キットを購

入するために必

要な備品 

購入費 

10 分の 10 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 



 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

新型イン

フルエン

ザ等患者

入院医療

機関 

初度設備費 各施設ごとに次

により算出され

た額の合計額 

 133,000 円×

厚生労働大臣の

認めた病床数 

 

 

新型インフルエ

ンザ等患者入院

医療機関の新設

又は増設に伴う

初度設備を購入

するために必要

な需用費（消耗品

費）及び 

備品購入費 

２分の１ 

 

その他の設

備費 

次により算出さ

れた額の 

合計額 

（１）人工呼吸

器 及 び 付 帯  

す る 備 品   

厚生労働大臣が

必要と認めた額

×台数 

（２）個人防護

具 

3,600 円×厚生

労働大臣が必要

と認めた人数分 

新型インフルエ

ンザ等患者入院

医療機関の設備

を購入するため

に必要な設備購

入費 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）簡易陰圧

装置 

4,320,000 円×

厚生労働大臣が

必要と認めた病

床数 

（４）簡易ベッ

ド 

51,400 円×厚

生労働大臣が必

要と認めた台数 

（５）簡易病室

及び付帯する備

品 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 

 

 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第４表（略） 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５ 補 助 率 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

第４表（略） 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経 費 ５ 補 助 率 

（略） （略） （略） （略） （略） 

新型イン

フルエン

ザ等患者

入院医療

機関 

初度設備費 各施設ごとに次

により算出され

た額の合計額 

 133,000 円×

厚生労働大臣の

認めた病床数 

 

 

新型インフルエ

ンザ等患者入院

医療機関の新設

又は増設に伴う

初度設備を購入

するために必要

な需用費（消耗品

費）及び 

備品購入費 

２分の１ 

 

 その他の設

備費 

次により算出さ

れた額の 

合計額 

（１）人工呼吸

器 及 び 付 帯  

す る 備 品   

厚生労働大臣が

必要と認めた額

×台数 

（２）個人防護

具 

3,600 円×厚生

労働大臣が必要

と認めた人数分 

（３）簡易陰圧

新型インフルエ

ンザ等患者入院

医療機関の設備

を購入するため

に必要な設備購

入費 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

６～14 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

装置 

4,320,000 円×

厚生労働大臣が

必要と認めた病

床数 

（４）簡易ベッ

ド 

51,400 円×厚

生労働大臣が必

要と認めた台数 

（５）簡易病室

及び付帯する備

品 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

６～14 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表１の２（都市部における１㎡当たりの基準単価） 

                                                              （単位：円） 

           

施設種別 

 

           構 造 別 

 

難病相談支援センター 

 

鉄筋及び木造 ブロック 

基準単価 261,900 229,200 

（注）令和６年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用す

る。 

 

 

別表１の３（冷暖房設備工事費：１㎡当たりの基準単価） 

                                                          （単位：円） 

暖房設備工事費 冷房設備工事費 冷暖房設備工事費 

 

19,800 

 

 

27,700 

 

34,700 

（注）令和６年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用す

る。 

 

 

別表１の４（浄化槽設備工事費基準単価） 

                             （単位：円） 

 

難病相談支援センター 

 

 

47,600 

 

（注）１．処理対象人員は、厚生労働大臣が認めた１日あたり利用者数及び職員

基準定員数の合計額とする。 

   ２．令和６年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用

する。 

 

別表１の２（都市部における１㎡当たりの基準単価） 

                                                              （単位：円） 

           

施設種別 

 

           構 造 別 

 

難病相談支援センター 

 

鉄筋及び木造 ブロック 

基準単価 250,100 218,900 

（注）令和５年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用す

る。 

 

 

別表１の３（冷暖房設備工事費：１㎡当たりの基準単価） 

                                                          （単位：円） 

暖房設備工事費 冷房設備工事費 冷暖房設備工事費 

 

18,900 

 

 

26,500 

 

33,100 

（注）令和５年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用す

る。 

 

 

別表１の４（浄化槽設備工事費基準単価） 

                             （単位：円） 

 

難病相談支援センター 

 

 

45,500 

 

（注）１．処理対象人員は、厚生労働大臣が認めた１日あたり利用者数及び職員

基準定員数の合計額とする。 

   ２．令和５年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用

する。 

 



 

別表１の５（都市部における冷暖房設備工事費：１㎡当たりの基準単価） 

                                                          （単位：円） 

暖房設備工事費 冷房設備工事費 冷暖房設備工事費 

 

20,800 

 

 

29,100 

 

36,400 

（注）令和６年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用す

る。 

 

 

別表１の６（都市部における浄化槽設備工事費基準単価） 

                          （単位：円） 

 

難病相談支援センター 

 

 

50,000 

 

（注）１．処理対象人員は、厚生労働大臣が認めた１日当たり利用者数及び職員

基準定員数の合計額とする。 

   ２．令和６年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用

する。 

 

別表２ 

基 準 面 積 

 

施設別 基準面積 

（略） （略） 

（削除） （削除） 

別表１の５（都市部における冷暖房設備工事費：１㎡当たりの基準単価） 

                                                          （単位：円） 

暖房設備工事費 冷房設備工事費 冷暖房設備工事費 

 

19,900 

 

 

27,800 

 

34,700 

（注）令和５年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用す

る。 

 

 

別表１の６（都市部における浄化槽設備工事費基準単価） 

                          （単位：円） 

 

難病相談支援センター 

 

 

47,700 

 

（注）１．処理対象人員は、厚生労働大臣が認めた１日当たり利用者数及び職員

基準定員数の合計額とする。 

   ２．令和５年度以前からの継続事業については事業着手年度の単価を適用

する。 

 

別表２ 

基 準 面 積 

 

施設別 基準面積 

（略） （略） 

新型インフルエンザ等患者入院医療

機関 

新設、増設及び改築    15.0 ㎡ 



 

別紙様式１～３ （略） 

 

別紙様式４  

（略） 

別紙（２） 

（略） 

２．事業計画書 

（略） 

（４）施設の構造及び規模 

 

精神科病院、精神科救急医療センター、結核患者収容モデル病室、多剤耐性

結核専門医療機関、特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関及

び第二種感染症指定医療機関（削除）の場合 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式１～３ （略） 

 

別紙様式４  

（略） 

別紙（２） 

（略） 

２．事業計画書 

（略） 

（４）施設の構造及び規模 

 

精神科病院、精神科救急医療センター、結核患者収容モデル病室、多剤耐性結核

専門医療機関、特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関、第二種感

染症指定医療機関及び新型インフルエンザ等患者入院医療機関の場合 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙様式５ 

（略） 

別紙（２） 

（略） 

３ 施設の構造及び規模 

 

精神科病院、精神科救急医療センター、結核患者収容モデル病室、多剤耐性

結核専門医療機関、特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関、

及び第二種感染症指定医療機関（削除）の場合 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式５ 

（略） 

別紙（２） 

（略） 

３ 施設の構造及び規模 

 

精神科病院、精神科救急医療センター、結核患者収容モデル病室、多剤耐性

結核専門医療機関、特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関、

第二種感染症指定医療機関及び新型インフルエンザ等患者入院医療機関の

場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式６～８ （略） 

 

（様式追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式６～８ （略） 

 


